
 

公 告 第 １ ６ 号 分任支出負担行為担当官 

令 和 ６ 年 １ ０ 月 ３ ０ 日 防衛装備庁新世代装備研究所 

 総務課長  木 場 正 一 

 公 告 

 下記により入札を実施するので、入札及び契約心得（地方調達）（平成３１年４月１日）を熟知の上、参加されたい。 

１ 入札方式 一般競争入札 

２ 入札に付する事項  

件名 規格 数量 納地 納期 摘要 

アダプティブ走査型３次元

画像レーザレーダ装置 

内訳明細書のと

おり 

1 式 防衛装備庁 

新世代装備研究所 

令和７年３月３１日  

 

説明会  な し 

３ 入 札 
(1) 日 時 令和６年１２月５日（木）１４時３０分 

(2) 場 所 新世代装備研究所 入札室 

（ただし、郵送による入札を希望する場合は、事前に官の了承を得るものとし、細部は別

紙を参照のこと。） 

４ 参加資格 (1) 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被

保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、

特別の理由がある場合に該当する。 

(2) 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

(3) 令和４・５・６年度防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の販売」「Ａ」、

「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級のいずれかに格付けされ、関東・甲信越地域の競争参

加資格を有する者。 

(4) 大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官から又は防衛装備庁長官官房会計官

から「装備品等及び役務の調達に係る指名停止等の要領」に基づく指名停止の措置を受

けている期間中の者（以下「指名停止期間中の者」という。）でないこと。 

(5) 前号により、現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であっ

て、当該者と同種の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行お

うとする者でないこと。 

(6) 都道府県警察から、暴力団関係業者として排除するよう要請があり、当該状態が継続

している有資格業者でないこと。 

５ 入札方法 落札に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相当する

額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１００／１

１０に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 保証金 (1) 入札保証金 免除 

(2) 契約保証金 免除 

７ 入札の無効 ４の参加資格のない者のした入札、入札に関する条件に反した入札又は入札後契約を

締結するまでの間に、都道府県警察から暴力団関係業者として防衛省が発注する工事等

から排除するよう要請があり、当該状態が継続している有資格業者のした入札は無効と

する。 

８ 契約書作成の必要の有無 有 

９ 契約をしようとする 

基本契約条項等 

物品売買契約条項 

談合等の不正行為に関する特約条項 

暴力団排除に関する特約条項 

１０ 落札者が正当な理由なく契約を結ばない場合には、落札金額の１００分の５以上の金額を違約金として徴収する。 

 

 

 

 

 



１１ その他  

（１） 電子調達システムの

利用 

本件は、政府電子調達（ＧＥＰＳ）を利用する案件である。なお、電子調達システムの

障害により、入札を取りやめ、本公告が変更となる場合がある。 

《電子入札による入札書受領期間》 

公告日から入札日の前日１７時１５分（行政機関の休日を除く）まで。また、電子調達シ

ステムにより難い者は、担当官の承諾を受けて、紙方式に代えるものとする。この場合、入

札日の前日１７時１５分まで（行政機関の休日を除く）に下記問い合わせ先に「紙入札方式

参加承諾願」を提出すること。 

（２） 端数処理 入札書に記載された金額の１１０／１００に相当する金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てるものとし、当該端数金額を切り捨てた後に得られる金額を

もって、申し込みがあったものとする。 

（３）  原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めないものとする。ただし、

真にやむを得ない事由を大臣官房衛生監、防衛政策局長及び防衛装備庁長官が認めた場合

には、この限りではない。 

（４） 提出資料 (1) 各書類は、下記問い合わせ先に提出すること。 

(2) 防衛省競争参加資格の資格審査結果通知書の写しを入札日の前日１７時１５分（行政

機関の休日を除く）、参考見積書を令和６年１１月２１日（木）１７時１５分（行政機

関の休日を除く）までに提出するものとする。 

(3) 指名停止期間中の者にこの契約の全部又は一部を請け負わせる場合は、下請負確認申

請書を令和６年１１月２１日（木）までに提出するものとする。 

(4) 同等品により入札に参加希望する者は令和６年１１月２１日（木）までに調達要求元

に同等品であることの承認を得ること。 

（５）  指名停止期間中の者にこの契約の全部又は一部を請け負わせる者と、指名停止期間中の

者にこの契約の全部又は一部を請け負わせない者との入札になる場合には、指名停止期間

中の者にこの契約の一部を請け負わせる者の入札は認めない。 

（６）  契約締結後、指名停止期間中の者にこの契約の全部又は一部を請け負わせることとなっ

た場合は、この契約の全部又は一部を解除することがある。 

（７）  契約後、指名停止期間中の者に下請負をさせる場合は、「入札及び契約心得（地方調

達）」に定める下請負承認を得るものとし、変更契約を行い特定費目の代金の確定に関す

る特約条項を付すものとする。 

なお、特定費目の代金の確定にあたっては、下請負者が履行に要した製造原価等が確認

できる書類を提出するものとする。 

（８）  入札及び契約心得(地方調達)10.6 に該当する場合は、「資料の信頼性確保及び制度調査

の実施に関する特約条項」を適用するものとする。落札者が中小企業信用保険法第２条第

１項に規定する中小企業者である場合は、別に定める「中小企業者に関する質問及び回

答」を提出し、「債権譲渡制限特約の部分的解除のための特殊条項」を別途適用する。 

（９） 問い合わせ先 本書記載事項については防衛装備庁新世代装備研究所総務課調達係に照会のこと。 

 

〒１５４－８５１１ 東京都世田谷区池尻１－２－２４ 

℡ ０３－３４１１－０１５１ （内線）５２５０ 

E-mail：ms-keiyaku-tantou@cs.atla.mod.go.jp  



 

郵便による入札について 

 

（１） 郵便による入札方法 

一般書留郵便、簡易書留郵便又は配達証明のいずれかの方法により入札日の前日  

（行政機関の休日を除く）までに必着のこと。 

（２） 郵送する書類等  入札書 

（３） 封筒について 

（ア）  入札書を入れる封筒（以下｢内封筒｣という｡）については、長３（縦 235 ㎜×横 120

㎜） 程度とし、表面に公告番号、件名、入札年月日及び「入札書在中」と明記のうえ、必

ず封印すること。 

（イ）  封印した内封筒を外封筒に入れ、外封筒にも｢入札書在中｣と記載のうえ送付するこ

と。 

（４） 入札の無効 

郵便入札の執行については、公告 7 項に規定されているもののほか、期日までに到

着しなかった場合は無効とする。 

（５） その他 

（ア）  郵送による入札を希望する場合は、事前に官の了承を得るものとする｡ 

（イ）  郵送先は次のとおりとする｡  

〒１５４－８５１１ 東京都世田谷区池尻１－２－２４ 

防衛装備庁新世代装備研究所分任支出負担行為担当官 宛 

「入札書在中」 

封筒の記載例 ※ 貴社名も明記してください。 

※ 縦横等は任意。 

 
内封筒（表） 

長３程度 

 

公告第○○号 

件名「△△△△」 

入札日 〇年〇月〇日 

「入札書在中」 

貴社名 

 

外封筒（表） 

 

〒１５４－８５１１ 

東京都世田谷区池尻 1-2-24 

防衛装備庁新世代装備研究所 

分任支出負担行為担当官 宛 

 

「入札書在中」 

別 紙 



№ 品　　　名 規　　格 単  価 金  額

1
アダプティブ走査型３次元
画像レーザレーダ装置

Luminar Technologies社製　Iris
型式： 70-0026-003

又は同等以上のもの（他社製品を含む）

以下の仕様を満たすことを基準とする。
・ToF型のLiDARであること。
・波長1550nmであること。
・アイセーフ（レーザがClass１）であること。
・最大測定可能距離が500m以上であること。
・最大水平視野が120°以上あること。
・最大垂直視野が25°以上あること。
・点群密度を1°×1°あたり300点以上にできる
こと。
・ソフトウェアによる制御によってスキャンパター
ンを動的に変更できること。
・Linux系OSの汎用PCで制御できること。
・ROSにて制御やデータ収集ができること。
・汎用PCに接続するUSBやイーサネット等のイン
ターフェースを含むこと。
・制御やデータ収集に係るSDK等を付属させるこ
と。
・日本国内の商用電源を使用できること。
・本契約及び契約後において秘密保持契約
（NDA）の必要がないこと。

1 式

１　機能・性能

２　品質管理
　番号１のアダプティブ走査型3次元画像レーザレーダ装置は、障害等リスクが潜在すると契約の相手方
が知り、又は知り得べきソースコード等の埋込み又は組込みその他官の意図せざる変更が行われない相
応の管理その他の契約の相手方（下請負者、再委託先等を含む。）による適正な品質管理の下で製作さ
れたものでなければならない。

合 計

数量・単位

アダプティブ走査型３次元画像レーザレーダ装置　内訳明細書

　番号１のアダプティブ走査型3次元画像レーザレーダ装置は、情報の漏えい若しくは破壊又は機能の不
正な停止、暴走その他の障害等のリスク（未発見の意図せざる脆弱性を除く。以下「障害等リスク」とい
う。）が潜在すると契約の相手方が知り、又は知り得べきソースコード、プログラム、電子部品、機器等（以
下「ソースコード等」という。）の埋込み又は組込み、その他官の意図せざる変更が行われていないもので
なければならない。



                                令和  年  月  日 

 

分任支出負担行為担当官 

防衛装備庁新世代装備研究所 

総務課長 木 場 正 一  殿 

 

                        住  所 

                        会 社 名 

                        代表者名 

                        担当者名 

                        連 絡 先 

 

 

紙入札方式参加承諾願 

下記の入札に係り、政府電子調達（ＧＥＰＳ）を利用せず、紙入札書による入札を実施するこ

とについて、承諾を頂きたく本書を提出いたします。 

 

 

１ 件名、公告番号、公告年月日 

 

 

２ 入札日時 

 

 

３ 政府電子調達（ＧＥＰＳ）を利用しない理由 

 

 

４ 今後の導入予定について 



防衛装備庁新世代装備研究所
宇宙・センサ研究部
センシングシステム研究室

ご担当者　殿

下記について同等品の確認をお願いいたします。

：

： Z-06新-1-33011-SS-0026

：

№

1 を に

※別紙カタログ参照

上記について、同等品であると確認した。
防衛装備庁新世代装備研究所
宇宙・センサ研究部
センシングシステム研究室

公 告 番 号 公告 第１６号

件 名 アダプティブ走査型３次元画像レーザレーダ装置

品 名

要 求 番 号

規 格 規 格 備 考

記

同 等 品 承 認 願

会 社 名

担 当 者

連 絡 先



　

防衛装備庁新世代装備研究所

殿

(注）単価及び金額欄には、見積った契約金額の１００／１１０に相当する金額を記入すること。

計

品件名 規格 数量・単位 単 価 金 額

アダプティブ走査型３次元
画像レーザレーダ装置

1式

金額

納　　地 防衛装備庁 新世代装備研究所

￥ 履行期限 令和７年３月３１日

業者コード

貴庁「入札及び契約心得（地方調達）」及び基本契約条項等を承諾のうえ、下記のとおり入札します。

入 札 書

　

分任支出負担行為担当官 令 和 ６ 年 １ ２ 月 ５ 日

総 務 課 長 木 場 正 一

住 所

会 社 名

代 表 者 名

担 当 者 名

連 絡 先

公
告

番　号 公 告 第 16 号

年月日 令 和 6 年 10 月 30 日



　

防衛装備庁新世代装備研究所

殿

(注）単価及び金額欄には、見積った契約金額の１００／１１０に相当する金額を記入すること。

計

品件名 規格 数量・単位 単 価 金 額

アダプティブ走査型３次元
画像レーザレーダ装置

1式

金額

納　　地 防衛装備庁 新世代装備研究所

￥ 履行期限 令和７年３月３１日

業者コード

貴庁「入札及び契約心得（地方調達）」及び基本契約条項等を承諾のうえ、下記のとおり入札します。

入 札 書

　

分任支出負担行為担当官 令 和 ６ 年 １ ２ 月 ５ 日

総 務 課 長 木 場 正 一

住 所

会 社 名

代 表 者 名

担 当 者 名

連 絡 先

公
告

番　号 公 告 第 16 号

年月日 令 和 6 年 10 月 30 日

空 白 空 白

全省庁統一資格の

業者コードを必ず記入

各欄に入札金額（税抜）を記入

（３カ所とも同じ金額）

社印及び代表者印は省略できます。

住所・会社名・役職名・代表者名

に加え、担当者名・連絡先を記入

してください。

記入要領


